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2.4 無人運航船の社会受容性向上 新技術導入制度及び関連データ活用 

2.4.1 調査研究の目的 

社会受容性向上事業の目的は、①実証成功、②社会実装、③普及、の 3 段階である。そこで、各目

的の達成条件としてサクセスクライテリア（M：ミニマム、F：フル、E：エクストラ）を設定し、サ

クセスクライテリア毎に、達成の対象となるステークホルダー及び「社会受容性向上」事業として実

施すべき活動の対応付けを行った。その上で、本年度（1 年目）に実施すべき活動を定義し、日本財

団及び日本船舶技術研究協会と合意した。なお、MEGURI 全体（開発助成事業にて DFFAS+コンソー

シアムにて開発を進めている旗船中心、表 2.4.1）と離島航路（表 2.4.2）は分けて設計を行った。 

 

 

表 2.4.1 各目的の達成条件（DFFAS+旗船中心とした MEGURI 全体） 

 

 

表 2.4.2 各目的の達成条件（離島航路限定） 
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2.4.2 調査研究の概要 

無人運航船が実証・実験だけでなく社会実装されるには、無人運航船の安全性及び経済性を高める

とともに、業界及び社会全体に対し周知し理解を深める社会受容性の向上が不可欠である。また、無

人運航船に係る新技術導入制度、導入期を支えるための支援制度、普及期を支えるための関連データ

の活用、関連する社会インフラ等の整備も必要である。 

本業務では、社会受容性向上の一環として、無人運航に係る新技術の環境（データ活用基盤を含む）

を整備するために、以下を実施した。 

 

(1) 新技術 

a.無人運航船の需要に関する資料の作成 

b.無人運航船のユースケースを具体化した資料の作成 

c.無人運航船に関する新技術導入制度に関する資料の作成 

 

(2) データ活用 

a.データ活用に資する無人運航船の実証実験データを整理した資料の作成 

b.無人運航船の関連データ活用に関するニーズを整理した資料の作成 

c. 無人運航船の関連データの活用方法に関する資料の作成 

 

2.4.3 新技術 

a) 無人運航船の需要に関する資料の作成 

「無人運航船の実証実験にかかる技術開発助成プログラム」後の社会実装の基礎となる実需把握の

ため、内航船業界や実装地域（離島航路を含む）の網羅的な実態調査、予測、潜在的なアイデアや

ニーズの発掘を行い、これをとりまとめた資料を作成した。 

資料の作成にあたっては、統計データ等の公開情報を用いた文献調査、実装のエンドユーザとなる

船主や船員、運航事業者などのステークホルダーへのアンケートやヒアリングを実施した。また、調

査では、事業レベルでの実態把握に加え、船員の働き方・労務環境に関する課題とニーズも抽出した。 

本年度の具体的な事業成果としては、文献調査及び船員数試算を通じた内航海運業界への期待と業

界課題の整理、関連事業者へのヒアリング及び文献調査を通じ無人運航船導入への期待を明らかにし、

事業性・経済性・働き方に関する評価方法の案の検討を実施したことが挙げられる。 

課題及び今後の計画としては、①無人運航船の価値を実証的に評価するため、DFFAS+実証運航の

データ取得方法・評価方法を具体化すること、②無人運航船のコスト分析を行うため、代表的な船種

についてコスト分析モデルを作成することが挙げられる。 

 

a-1) 内航海運が果たす役割と抱える課題 

内航海運が担う役割を定量的に把握するため貨物輸送量に関する統計の調査を行った。内航貨物の

輸送量・輸送活動量は平成 2年度のピーク時よりも減少しているものの、平成 22 年度から令和元年度

頃まで大きな増減が無く、安定して輸送需要があると言える。令和 2 年度にはコロナの影響により一

時的に輸送量が落ち込んだが、翌令和 3 年度には回復傾向が見られ、需要の安定性が確認できる。 

内航海運の輸送活動量は、令和 3 年度には国内全体の輸送活動量全体の 40%を占めており、特に長

距離・大量輸送の側面で日本の物流業界を支えていることが確認できる。最近は物流の 2024年問題へ
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の対応のひとつとして、陸上輸送から海上輸送へのモーダルシフトが期待されている。 

内航海運は船員不足を課題として抱えている。総務省「第 118 回人口・社会統計部会」－参考 1 国

土交通省海事局船員政策課「船員の現状等」によれば、内航船員数は平成 22年に 28,168人であった。

その後、平成 25年に 26,869人まで減少したものの、回復傾向にあり令和元年には 28,441人となった。

その間、若手船員数の割合は平成 22 年の 12.6%から令和元年には 19.2%を占めるまで増加している。

このように、内航船員数は若手船員の微増により回復傾向であるが、懸念すべきトレンドとして「若

手の離職」・「経験層の離職」が見られる。令和 3 年度に独立行政法人海技教育機構が実施した「海技

教育機構の卒業生に対する卒業後の動向に関するアンケート調査」によれば、海上技術学校及び海上

技術短期大学校の卒業後の船員の転職率は卒業後 2 年で 15.5%、4 年で 33.0%、6 年で 46.5%である。 

つづいて将来の船員数を定量的に推定した。具体的には旅客船を含めた内航船員数を対象に、2014

年－2019 年間の 5 年間増減率を基に 2020 年以降の船員数予測を行った。予測の前提として 24 歳以下

の船員数と 25歳から 59歳の船員数増減率を仮定した。シナリオ設定を表 2.4.3に、推定結果を表 2.4.4

に示す。2040年時点（2019年比）で、楽観 31.6％増－悲観 47.8％減（最小 14,848人）とシナリオ次第

で増減する結果となった。 

上述のアンケート調査では、船員の若手・経験層の主な離職原因のひとつとして、「業務内容の過

酷さ、労働時間の長さ」が挙げられている。人材を業界に引き留めるためには労務環境改善が必要で

あり、無人船導入により環境改善・陸上勤務職の選択肢を提示できるようになることが期待される。 

 

表 2.4.3 船員数予測の前提シナリオ 

項目 シナリオ 
24 歳以下の船員数 ① 2019 年から一定 

② 将来推計人口と比例して逓減 
25 歳から 59 歳の船員数増減率 ① 2019 年から一定 

② 退職者増に伴い逓減（×0.02/年） 

 

表 2.4.4 船員数予測結果 

 25 歳から 59 歳の船員数増減率 
① 一定 ② 逓減 

24 歳以下の

船員数 
① 一定 2040 年船員数： 37,432 人 

（2019 年比 31.6%増） 
2040 年船員数： 16,460 人 

（2019 年比 42.1%減） 
② 逓減 2040 年船員数： 34,852 人 

（2019 年比 22.5%増） 
2040 年船員数： 14,848 人 

（2019 年比 47.8%減） 

 

a-2) 経済性・事業性・働き方の評価 

内航海運は他のモビリティと比較した環境負荷の低さから、物流網を支えることに大きな期待が寄

せられている一方で、人手不足・労働環境等の課題を抱えている。そこで、内航海運業界の抱える課

題に対する、無人運航船の貢献可能性・道筋について明らかにした。 

具体的には、無人運航船への期待と懸念について、船主、運航会社、荷主等の関係者にヒアリング

を実施した。ヒアリング結果概要を表 2.4.5に示す。各主体は、無人運航船の導入による安全性・コス

ト・輸送サービスの質等への影響について期待と懸念を感じている。価値と懸念点について、適切に

評価を実施するとともに、簡易に無人運航船の価値・効果を評価可能な参照モデル（リファレンスモ

デル）を作成することで無人運航船の社会実装が進むことが期待される。 
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表 2.4.5 無人運航船に期待する価値と懸念 

 

 

無人運航船の実装に向けては、関係者の期待・懸念が寄せられる事柄を実証・実装の過程で、実証

的に評価することが望ましい。無人船導入時のコスト・事業収支については Kuchle et al. (2022)のよう

な、無人船導入や実利用時の事業性・経済性を簡易に評価することが可能なコスト分析モデル（リ

ファレンスモデル）を作成し、可視化を容易にすることで、船会社の意思決定を支援することが可能

と考えられる。ただし事業者は自社のフリート全体で運航の最適化を実施しており、船単体での評価

によって無人船導入の評価が過少・過大とならないように留意が必要である。 

サービス提供に要するコストだけでなく、輸送サービス価値、船員・陸上員の働き方等、無人運航

船の価値を多面的に評価することも重要である。そこで DFFAS+の実証試験において評価する項目・

方法の素案を作成した。DFFAS+実証船のコンセプトを踏まえると、特に「港・輻輳海域・その他海

域における安全性」・「船内・陸上業務の労働時間」・「船員・陸上員への要求スキル」・「船内・陸上業

務に対する満足度」等の項目の評価が重要と考えられる。 

 

b) 無人運航船のユースケースを具体化した資料の作成 

a) の結果を考慮し、また、MEGURI2040 に係る安全性評価事業で実施されるアイデアソンやワーク

ショップ等のイベントの結果を反映させ、無人運航船の有望なユースケースや新たな船員像を具体化

した資料を作成した。 

本年度の具体的な事業成果としては、無人運航船の実装先として有望な 3 つの船種についてユース

ケースの具体化と、今後の社会実装に向けて取り組む必要のある課題を特定したことである。 

課題及び今後の計画としては、①WS 等の関係者との対話機会を通じたユースケースのブラッシュ

アップを行うこと、DFFAS+実証成果を踏まえて実装への道筋・条件を具体化することが挙げられる。 

 

b-1) 有望なユースケースの特定 

海上輸送に関わる船主・運航者・荷主へのヒアリングやワークショップ（WS）を通じ、無人運航

船を用いるユースケースのうち、特に実装優先度が高いものを抽出し、無人運航船の使われ方、実現

に向けた課題を検討した。無人運航船の有望なユースケース概要を表 2.4.6 に示す。 

 

 

懸念点期待する価値主体

• 無⼈船普及後に、船員経験が無い⼈員
が適切に陸上業務を遂⾏できるかが疑問• ヒューマンエラーの減少による安全性向上船主

• 他の輸送⼿段との価格競争が求められて
いる状況のため、コスト増が懸念

• 船種によっては安全管理の要求ハードル
が⾼く導⼊が難しい可能性

• ⼈⼿不⾜や⽼齢化に伴う船員の質低下
の中で、無⼈船によって安全性を担保す
ることができると良い

海運会社

• 事故発⽣時に荷主の名前が報道される
こともあり、安全性には関⼼がある

• 定時性や輸送品質が保たれることを前提
とし、輸送コストが減少するかが関⼼事項

• 輸送のリードタイムが早くなる等の効果が
あるとさらに良い

荷主
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表 2.4.6 無人運航船の有望なユースケース概要 

 
 

b-2) 今後の検討方針 

ユースケースの詳細化／拡張を行うとともに、DFFAS+の取組外で具体的に今後なすべきことを洗

い出しロードマップの作成に活用する。 

ユースケース検討に関しては、関係者との議論、ワークショップを通じて、海運業を取り巻く様々

なステークホルダーの意見を聴き取ることで、有望な無人運航船の利用方策を具体的に検討する。ま

た本年度検討したカーフェリー/RORO 船、コンテナ船、離島航路フェリーを対象として検討を進め、

議論経過によって有望なユースケースを追加検討する。 

並行して DFFAS+における技術開発で解決されない課題を特定するとともに、その課題を解決する

ための方策を検討し、今後無人運航船の社会実装のために必要なアクションを整理してロードマップ

作成に活用する。 

 

c) 無人運航船に関する新技術導入制度に関する資料の作成 

a) 及び b) の結果を踏まえ、ユースケースや船員像に応じて、導入が想定される無人運航船に対応し

た新技術導入制度をとりまとめた資料を作成した。具体的には、無人運航船の実装に対して行うべき

制度緩和・改革の方針や、特区化に必要な要件（地方創生戦略を含む）の検討を、国及び自治体の関

係者との協議を含め実施し、今後の取組課題・計画等として整理した。 

本年度の具体的な事業成果としては、無人運航船実用において必要な規制緩和内容を DFFAS+実証

船ベースに整理し、25 年の社会実装に向けたロードマップとして取り纏めを行った。また、保険商品

の設計のため、無人運航船特有のリスクや RA 情報の整理を行った。 

課題及び今後の計画としては、①実証船をベースとした事故シナリオを設計し、法的責任をケース

スタディ的に検討すること、②具体的な保険商品の検討を保険会社と共に行うことが挙げられる。 

 

c-1) 規制緩和・特区 

無人運航船は現行規定の想定していない運航形態であるところ、まずは 2025年の実証実験を確実に

行い、その後の社会実装フェーズに速やかに移行するためには規制面での基盤構築が必要となる。実

証実験が長期間、営業運航で行うことから単発の航行許可では都度の対応やその後の社会実装への移

行が困難であると考え、規制緩和による対応を検討した。無人運航船の運航に向けて必要な規制緩

和・改革の方針を定めるにあたり、実証船形態が未確定であったため、旗船、離島航路船を対象とし

ユースケース実現により解決される課題
取り巻く課題ユースケース

（船種・船
型）

カテゴリ 2040年頃2026年頃
社会の課題海運の課題海運の課題社会の課題海運の課題

• 物流システム供
給の維持/増加

• (海上輸送分担
増加による)環境
負荷低減

• 船員負荷の低
減（⾒張り、操
船、機関監視、
係船、メンテナン
ス、荷役）

• 船員負荷の⼀
部低減（⾒張り、
操船）

• 物流システム（特に
陸上輸送）の供給
限界

• 物流過程での環境
負荷低減の要請

• 船員不⾜
• 重い船員負荷（⾒

張り、操船、機関監
視、係船、メンテナン
ス、荷役、⻑期間の
海上⽣活）

カーフェリー
/RORO船

貨物輸送

同上＋
• 海上輸送システ
ムの維持・強化

同上• 船員負荷の⼀
部低減（⾒張り、
操船、機関監視、
係船）

同上＋
• 特に、海上輸送シス

テムの供給限界

同上＋
• 最適配船

コンテナ船

• 離島地域の維
持・発展

同上＋
• 収益性向上
• 離島航路維持

• 船員負荷の⼀
部低減（⾒張り、
操船）

• 離島地域の衰退同上＋
• 低収益性

離島航路フェ
リー

旅客輸送



 
 

50

て規制緩和の方策を検討した。旗船の特徴は遠隔の港を行き来すること、実証実験の機能を全て搭載

することである。したがって、特定の地域に閉じた特区での対応が難しく、また事業性が認められる

ため規制のサンドボックス制度での対応が考えられる。一方で、離島航路船は同地域内の港を運航す

ること、フェリーであり離島航路の住民の交通手段であることが特徴であり、地域性が比較的高いと

考えられる。したがって、地域創生の文脈も含めた特区の取得が規制緩和の手段として考えられる。 

他方、規制のサンドボックス制度は内閣府・内閣官房を窓口として、関連しうる複数省庁を巻き込

み適用検討を行う特徴があり、意思決定に時間と手間を要する恐れがある。また、特区制度は、地方

創生を趣旨として、規制緩和を適用する自治体から内閣府・内閣官房に申請を行う必要があり、申請

主体である自治体及び他省庁との調整を要する。いずれの制度も概ね申請から規制緩和措置適用まで

平均して約 1 年のリードタイムが必要となるため、調整に要する時間等を考慮すると、2025 年の無人

運航船社会実装に向けた適用を目指すにあたっては必ずしも適当ではない。そこで、後述する通り、

規制官庁である国土交通省（単独）による特例措置の適用を第一の選択肢として検討することとした。

具体の対象規制や進め方についての検討結果は以降で示す。 

実証船のうち、旗船は航海当直、機関当直をそれぞれ 2 名から 1 名に減員して航行することがス

コープに含まれている。旗船は 749GT 以上、沿海を航行するが、この形態は現行法上各 2 名の配乗が

義務付けられており、航行にあたって当直 1 名での対応は現行法に抵触する。一方、離島航路の実証

船はフェリーであり、配乗の変更は行わないため実証期間中は現行法に抵触する点はないが、社会実

装段階では機関部の減員や航海当直要員の負荷軽減等の運航事業者のニーズに対応するため、配乗に

関する規定が緩和されることが望ましい。 

以上より、本実証では、最終的に①749GT 以上、沿海の船舶で現行規定上の「2 名×3 直＝6 名体制」

を「1 名×3 直＝3 名体制」で運航できるよう航海当直要員を削減すること、②749GT 以上、沿海の船

舶で現行規定上の「機関長＋機関士体制」から、「機関長は FOC、船上は機関士のみ」で運航できる

よう、機関職員を削減することの 2 点の規制緩和を求める内容とした。 

なお、現行規定との関係では、それぞれ、①航海当直要員の削減は安全最小定員を定める船員法第

69 条、70 条に基づく「船員法の定員規制について（平成 4 年 12 月 25 日海基第 252 号）」における定

員規定が、②機関職員の削減は船舶職員法第 18条に基づく配乗表に定められた定員数が抵触すると考

えられる。 

また、規制緩和については以下の 3 ステップにより、段階的な措置をとることとした。ただし、実

証期間内に規制緩和を実施することよりも段階的な検討を優先するため、実証期間が延長する可能性

もある。 

①長期実証が始まる段階では現行規制に抵触しない形態（シャドー要員を配置）で一定期間航

行し、データを収集 

②シャドープレイで得られたデータ、規制官庁の評価をもとに実際に人員を減らして航行（特

例措置の実施） 

③特例措置の評価を行い、以降の規制緩和措置の方針を決定 

実証実験はデータ収集期間と位置付けられるため、規制官庁に対して適宜規制緩和に必要な情報の

インプットを行う。また、規制官庁も実証実験に対する評価等を行い、両者が相互的に情報共有、評

価を実施する体制を構築することが望ましい。 
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c-2) 法的責任 

無人運航船の航行にあたって、既存船では生じていなかった無人運航船特有のリスクが新たに生じ

ることが想定される。社会実装の基盤構築には、それらのリスクをカバーする保険商品が必要となる。

既存船と比較して無人運航船に対して発生すると思われるリスクについて DFFAS+コンソーシアムに

参加している保険会社と一緒に検討を行った。リスクは以下の 3 つに分類される。 

① 財物リスク 

② 費用・利益リスク 

③ 賠償リスク 

財物リスクとは従来の船舶保険が適用されるような、船舶そのもの等の有体物の破損等のリスクで

ある。費用・利益リスクは逸失利益や修繕費など、事故等が起こった際に発生する経済損失全般を対

象としたリスクである。賠償リスクは各主体に対して事故等に伴い損害賠償請求がなされるリスクで

ある。賠償リスクは契約等であらかじめ一定程度制限することは可能だが不確定要素も多く、無人運

航船の保険等を検討する上で肝要な点となる。 

これらのリスクが、無人運航船の航行に関係する船主、船舶管理業者、海運会社(オペレータ)、造

船会社・船舶機器メーカー、自律運航/陸上システム開発会社の 5 主体についてどのような原因から生

じるかの整理を行った。また、保険商品はリスクに対して付保されるところ、既存の保険商品でリス

ク自体はカバーしており、総量だけが変動するため算定額の変更で対応できるものを既存リスク、新

たな原因から発生するため既存の保険商品では観念しておらず対応できないものを新リスクと分類す

る。 

既存リスクは、従来の事故発生原因であるヒューマンエラーの逓減に伴い事故の発生頻度が減少す

ると考えられる。一方で、自動運航システムや FOCなど新たな財物が生じることから、リスク総量は

上昇する可能性がある。新リスクは主にサイバー攻撃、無人運航システムのシステムエラーにより生

じ、船舶機器メーカーやシステムインテグレータがシステム故障の対応費用など新たな費用・利益リ

スクが生じる可能性がある。また、システム不具合から生じた事故の法的責任がどの主体に帰属する

かが主な論点となる。具体的には、現在船主が一義的に負っている責任が製造物責任などを通じて

メーカーやシステムインテグレータに及ぶ可能性があるかの見極めが今後のリスク評価に関わること

となる。 

無人運航船の実証実験、その後の社会実装段階においては、先述の通り既存船と比較して無人運航

船特有のリスクが発生すると考えられる。実証実験が長期（半年程度）・営業運航ベースであること

からも、新たに発生しうるリスクにおいて無人運航船に対応した保険商品が必要となる。一方で、長

期間の事故データ等の統計分析の結果からリスク量や保険料の算定を行う通常の保険商品の設計手法

が、本実証では用いることができないため、保険商品の在り方や設計手法から構築する必要がある。 

本年度は、RA 要素を用いた保険商品の設計について検討を行った。具体的には以下の 3 要素を用

いて、無人運航船の保険検討に必要な情報の整理や検討を行った。 

① 無人運航船特有のリスク：保険会社を中心に整理 

② 無人運航船における法的責任の所在：法律事務所 

③ DFFAS+における RA 結果：DFFAS+PMO 

今後は、保険会社を中心に整理したリスクの考え方や確認すべき法的論点を基に、PMOを中心に事

故シナリオを設定し、法律事務所と共に法的責任所在の検討を行う。それらの結果を用いて、保険会

社が保険商品の形態や、算定額等の設計を行う。MRI は主に情報の相互共有や各種情報の翻訳作業、
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開発状況のインプット等を実施する。また、FOC やサイバー攻撃等、現在の土壌ができていない論点

は情報がそろい次第、適宜事故シナリオ検討等を行う。想定スケジュール案は図 2.4.1 の通り。 

 

 

図 2.4.1 保険・法的責任検討スケジュール案 

無人運航船におけるリスク、保険の論点には事故原因にシステム不具合が加わること、それにより

責任主体が人ではなくシステムとなり製造物責任が発生する可能性があることである。また、保険商

品の検討には、賠償責任や製造物責任が誰に対し発生する可能性があるかを把握する必要がある。そ

のためには、無人運航船における適切な事故シナリオを設定し、その場合における法的責任の所在の

検討が必要となる。 

次に法的責任所在の検討の材料となる事故シナリオの設計方針について示す。責任所在は個別事案

の状況に応じて判断されるため、ある程度詳細な状況の設定が必要となる。一方で、詳細な状況（海

域、天候、配乗など）をゼロベースで構築することは困難であるため、事故一連の流れを要素別に分

解し、それぞれに情報パターンを組み込むことで事故を設計する。事故の分解要素は図 2.4.2の通り。 

 

図 2.4.2 事故の分解要素 
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事故における無人運航船特有の要素は、事故原因にシステム要因が含まれることであり、責任判断

の要点となる。したがって事故原因の設定を詳細に行うことが必要となるが、この点に DFFAS+内で

行っている RA情報を活用する。具体的には STPAと呼ばれる、機器のふるまいに関する上位の RAで

整理されたインシデント事象を引き起こす要因、インシデント事象に至るまでの状況、システムによ

る状況認識、などの各種情報（図 2.4.4参照）を、判断したい法的論点に応じて組み合わせて事故シナ

リオの材料とする。判断すべき法的論点には人の介入の有無やシステムエラーの種別などがある。こ

の点については、無人運航船における事故は基本的に航行に関する情報のやり取りにエラーが生じた

結果として判断ミス、操作ミス等が生じて事故が発生すると考え、その情報の流れを整理し、ある事

故の責任所在の判断要素に応じて選択する。無人運航船の事故における情報の流れの基本的な考え方

は図 2.4.3 の通り。 

 

図 2.4.3 無人運航船における情報の伝達ルート 

 
図 2.4.4 STPA で扱う事故シナリオの要素（RA 情報） 

 

無人運航船の法的責任の検討を行うことで、保険商品の設計への反映（主に賠償責任の発生リスク）

や、メーカー・システムインテグレータなどの開発側の責任の明確化（主に製造物責任）を図る。ま

た、法的責任の検討の議論を積み重ねることで無人運航船の社会実装に必要な情報が蓄積され、より

スムーズな実装が期待される。 
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具体的な事故シナリオ検討を来年度以降行うにあたり、法律事務所に対して現在の開発状況や実証

船のコンセプト等の状況共有を行った。それを基に整理された法的論点は以下の 2 点である。 

① 船舶所有者の不法行為責任が認められるか 

② 製造物責任が発生するか 

それぞれ、①は過失が認められるか、②は欠陥が認められるかが具体的な判断要素となる。上記の

論点について実証船における自動化レベルごとの概観を表 2.4.7に示す（具体的な責任の有無は個々の

事案に照らして個別具体的に判断されるため、あくまで傾向を示すにとどまる）。 

 

表 2.4.7 無人運航船の自動化レベルごとの法的論点概観 

 

 

今後の実施事項は主に事故シナリオに基づくケーススタディ、保険会社へのインプットの 2 点であ

る。事故シナリオ検討について、上記で示した方針を基に、法律事務所と共に複数の事故シナリオを

設定し、責任所在の検討を行う。事故シナリオは、実証船ベースとして人に帰責できないと考えられ

るケース、製造物責任が生じると考えられるケースなど、特定の責任の発生を念頭に置いたものを設

計する。また、保険会社が具体的なケース等に関心がある場合は対応した事故シナリオを設計したり、

必要に応じて法律事務所と同時に議論できる場を設けたりする。その他、サイバー攻撃や FOC等の未

確定項目については助成事業内でオペレーションや定義等の検討が進み次第、適宜同様の検討を行う

こととする。 

 

2.4.4 データ活用 

a) データ活用に資する無人運航船の実証実験データを整理した資料の作成 

「無人運航船の実証実験にかかる技術開発助成プログラム」内で発生する各種データ等について、

無人運航船の普及のためのデータ活用に資するものについて、その種類・内容等を整理した資料を作

成した。 



 
 

55

本年度の具体的な事業成果としては、DFFAS+情報記録管理 WGにおいて整理中の船-陸間、陸-陸間

で連携する情報に基づく、オープンデータプラットフォームを活用したデータ利用可能性に資する情

報整理と、無人運航船で発生する各種データの利用ニーズ及びユースケース仮説の特定を実施した。 

課題及び今後の計画としては、①DFFAS+実証の進捗に応じ、発生するデータリストを更新するこ

と、②DFFAS+実証期間中（陸上試験を含む）に発生する実際のデータに基づき、改めてニーズの特

定及びユースケース仮説の検証を行うことが挙げられる。 

 

a-1) オープンデータプラットフォームを活用した無人運航船特有の a-ユースケース仮説の検討 

DFFAS+規格 WG（情報記録管理 WG では、「無人運航船の実証実験にかかる技術開発助成プログラ

ム」内で発生する各種データについて、船上情報記録システムから陸上情報記録システムとの連携、

陸上情報記録システム間および船上装置間の連携を対象として、自律船の安全かつ効率的な運用、管

理を行うのに必要な情報、情報を共有する範囲、提供する機能とその要件を規定するための検討を進

めている。 

ここでは、船陸間、陸陸間で連携するデータのうち、特に無人運航船特有のデータに着目し、オー

プンデータプラットフォームを活用したユースケース仮説の検討を行い、ユースケースを以下に示す

①～③に分類するとともに、開発・試験フェーズと運航フェーズに分けて整理した。 

① 無人運航船の開発・普及促進のためのデータ共有：安全確保の開発・試験のために既存デー

タを活用 

② 新たなデータ提供事業：開発支援、保険、VTS（リアルタイム共有）等 

③ ノウハウ等の共有：リスクアセス手法（STAMP/STPA）、セフティレポート等 

 

(1) 開発・試験フェーズ 

開発・試験フェーズでは、船級協会が無人運航船システムの認証（TQ 認証）に陸上試験のデー

タ等を活用するケース、舶用メーカーが無人運航船開発促進のため、リスクアセスメント結果を共

有するケース、造船所や舶用メーカー等が無人運航船開発・試験のため、アラートデータや運航ス

テータス等のログデータやセンサデータ等を共有するケースを想定した。 

 

(2) 運航フェーズ 

運航フェーズでは、保険会社が無人運航船向け保険商品開発、支払時の評価のためアラートデータ

や運航ステータス等のログデータやセンサデータ等を活用するケース、ポートラジオが ETA

（Estimated Time of Arrival）を確認するために長期航海計画を活用するケース、マーチスが海上管制に

必要な情報を入手するために活用するケース、各 FOCが監視している船舶動静・公開計画等データ統

合による海洋状況把握を目的に、長期・短期航海計画を活用するケースを想定した。 

 



 
 

56

表 2.4.8 無人運航船特有のデータ利用仮説 

 

 

b) 無人運航船の関連データ活用に関するニーズを整理した資料の作成 

a) の結果を活用し、無人運航船の関連データ活用について（例：実験・開発データとしての活用）、

関係者及び潜在利用者にヒアリング・アンケートを実施し、これをとりまとめた資料を作成した。 

本年度の事業成果としては、無人運航船の関係者（想定ユーザ）にヒアリングを実施し、データ活

用に係るニーズ・ユースケースの検証を行った。また、確認したニーズ・ユースケースに基づき、そ

の活用・データ流通を支えるデータプラットフォームの在り方を整理した。 

課題及び今後の計画としては、①ユースケース毎のデータ仕様の具体化、ビジネスモデルの整理を

行うこと、② ①に基づき、データプラットフォームの在り方の具体化を進めること、が挙げられる。 

 

b-1) 無人運航船の関連データ活用のためのオープンデータプラットフォームの概念整理 

無人運航船の関連データ活用のためのオープンデータプラットフォームの役割として、「共通イン

フラ」と「データ共有」の 2 つの観点から、その目的、要件等の概念を整理した。 

 

表 2.4.9 オープンデータプラットフォームの概念整理 
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b-2) DFFAS+メンバへのヒアリング結果に基づくオープンデータプラットフォームのニーズ 

b-1)で整理したオープンデータプラットフォームの概念に基づき、その利活用ニーズについて、

舶用機器メーカー、造船業、海運業、サービスプロバイダの計 6 社にインタビュー調査を実施した。

インタビュー調査結果の概要は以下のとおりである。 

表 2.4.10 オープンデータプラットフォームのニーズに関する調査結果の概要 

 

 

b-3) オープンデータプラットフォームの利用イメージの整理 

b-2)で把握したオープンデータプラットフォームのニーズに基づき、オープンデータプラット

フォームの利用イメージとして、①自社で利用、②取引先と共有、③業界内で共有、の 3 つのパター

ンを想定した（図 2.4.5 参照）。 

 

図 2.4.5 オープンデータプラットフォームの利用イメージ 
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また、優先度の高いユースケースとして、①認証（図 2.4.6）、②リスクアセスメント（図 2.4.7）、

③運航管理（図 2.4.8）、④規制対応（図 2.4.9）を選定し、その概要を整理した。 

 

図 2.4.6 優先度の高いユースケース（①認証） 

 

 

図 2.4.7 優先度の高いユースケース（②リスクアセスメント） 
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図 2.4.8 優先度の高いユースケース（③運航管理） 

 

 
図 2.4.9 優先度の高いユースケース（④規制対応） 

 

c) 無人運航船の関連データの活用方法に関する資料の作成 

a) 及び b) の結果を踏まえ、無人運航船の関連データの活用を進めるために必要となるデータの権利

関係（提供者、利用者等）、データポリシー（管理、公開等）、活用システム（提供・活用システム構

成、管理主体等）等の課題整理を行い、これをとりまとめた資料を作成した。 

本年度の具体的な事業成果としては、データ活用のための環境整備については、既存の ShipDC の
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枠組みを活用することが、データ一元化、事業化、普及等の観点から望ましいことを関係者の議論を

通じて特定した。また、データの権利関係（提供者、利用者等）、データポリシー（管理、公開等）、

活用システムについても ShipDC で定義済みであり、これに従うことが適当と確認した。 

課題及び今後の計画としては、①データの権利関係（提供者、利用者等）、データポリシー（管理、

公開等）については、ShipDCでは主に外航船の運航データを対象としていることから、無人運航船で

想定されるユースケースに合わせた見直し要否を検討すること、②特に無人運航船の想定ユーザーで

ある中小の内航事業者を想定した仕組み作りが必要なこと、が挙げられる。 

 

c-1) データ活用のための環境整備、システム構成、役割分担等の検討 

無人運航船関連データを活用する仕組みとして、業界内の共通データプラットフォームを整備する

ことが有用と考えられる。共通データプラットフォームに求められる主な要件として以下が挙げられ

る。 

＜共通データプラットフォームに求められる要件＞ 

 データガバナンスの確保（データ提供者の権利、データ活用の公平性等の確保） 

 データの活用利便性の確保（データの標準化、クレンジング、匿名化等の加工等） 

 インフラとしてのプラットフォームサービスの提供（セキュリティ、継続性、コスト適正性等

の担保） 

データプラットフォームの整備にあたり、デジタル庁が提唱するアーキテクチャ観点での役割を以

下の通り整理した。なお、国では、今後のデータ利活用の拡大に備え、業界横断でのデータ利活用を

円滑に進めるため、産学官でアーキテクチャを設計の上、当該アーキテクチャに基づき、産学官で役

割分担して「つながる」基盤を整備することを提唱している。 

 

表 2.4.11 アーキテクチャ観点での役割整理（仮説） 

 

また、データプラットフォームのサービス構成要素として、データ提供者となるデータプロバイダ、

データを収集・蓄積・配信するデータプラットフォーム、データを活用するためのアプリケーション

の提供や分析・加工サービスを提供するソリューションプロバイダ、データのエンドユーザとなるソ
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リューションユーザの 4 つのアクターが想定される。それぞれのアクター間でデータの授受が行われ

る際に課金するモデルにより、多様なユースケースへの適用が行い易くなると考えられる。 

 

 
図 2.4.10 データプラットフォームのサービス構成イメージ 

 

海事業界における国内の共通データプラットフォームサービスとしては、ShipDCが既存かつ唯一で

あり、国内の主要な組織の多く（船社、造船所、舶用機器メーカー、造船設計、船級、オペレータ、

ICT、商社、保険会社等の民間企業及び研究機関等より 72（2024 年 1 月 4 日時点）の組織）が参加し

ていることから、これをベースとすることが現実的と考えられる。 

ShipDC では、図 2.4.10 に示したデータプラットフォームのサービス構成イメージに沿ったサービス

提供を行っており、経済産業省の「データの利用権限に関する契約ガイドライン ver.1.0」をベースに、

様々なユースケースへの対応を想定した IoS-OP利用規約を作成している。当該利用規約では、データ

フローに基づき、ステークホルダーの役割を整理・定義した上で、ShipDCが取り扱うデータは民法上

の所有権や著作権の対象となりにくいことから、利用規約によりデータの権利（データオーナーシッ

プ）を明文化し、契約によりデータの利用権限や利用条件を定めている。また、国際標準規格

（ISO19847）への準拠の推奨等にも取り組んでいる。 

 

c-2) データ活用のための環境整備に係る ShipDC との協議結果、活用方向性 

無人運航船に係るデータ活用のための環境として、ShipDCのデータプラットフォームを活用してい

く方針については、ShipDCの同意を得られる見込みである。しかし、ユーザーやデータの対象範囲等

を含めユースケースが現行の ShipDC と無人運航船では異なることから、今後に詳細な協議が必要に

なると考えられる。 

まず、無人運航船関連データの利活用に向けた取組については、DFFAS+の活動をベースとしつつ、

ShipDC や IoS-OP コンソーシアム等の枠組みを活用していくことが適当と考えられる。具体的には、

データの収集・提供に係る機能提供はShipDC（IoS-OP）が、データの収集・提供に係る規格化や要件

定義は IoS-OPコンソーシアム及び DFFAS+が協力して行うことが考えられる。これに関して、ShipDC

側の回答は、IoS-OP コンソーシアムの対象は主に外航船のため、当該 WG 活動内で無人運航船の検討

を行うことは難しく、規格化案や要件定義案に対して意見を収集する等の協力は可能とのことであっ

た。 
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図 2.4.11 データの利活用促進に向けた取組における役割分担 

 

また、ShipDCでは現在、データプロバイダは会員のみと定められており、データプロバイダとの間

に課金は発生しないとのことであるが、無人運航船（内航船）では、データプロバイダとして中小事

業者の利用が増える可能性もあることから、事業規模に応じた会費の設定、あるいは、会費以外の課

金方法等の検討が必要になると考えられる。 

 

 

図 2.4.12 オープンデータプラットフォームサービスの構成イメージ 

 

さらに、今後、現行の ShipDC において想定しているユースケースと無人運航船で想定されるユー

スケースの差分（図 2.4.13）に基づき、無人運航船で利用したいユースケースにおいて、ShipDC の利

用規約が適合するか等を詳細に確認していく必要がある。 
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図 2.4.13 ShipDC の想定ユースケースと無人運航船の想定ユースケースの違い 

今後の進め方については、2024 年度にユースケースの具体化を進め、ShipDC の利用規約や料金体

系等との整合性や事業性の確認を行うとともに、2025 年度には先行ユースケースを選定し、試験利用

等により ShipDC の活用可能性を確認することが考えられる。 

 

2.4.5 事業成果まとめ（1 年目） 

1 年目の成果は以下の通りである（達成条件毎の成果状況について、図 2.4.14 参照）。 

 新技術：無人運航船の社会実装ユースケースの具体化、レファレンスモデルと実証時評価案作

成、必要な規制緩和事項の特定とロードマップ策定、法的責任の論点整理（DFFAS+実証船

ベース） 

 データ活用：ニーズ・ユースケース具体化とデータ共有基盤の方向性作成、ShipDC との連携

協議 

2 年目は、DFFAS+実証側の進捗に応じた検討の具体化を進めるとともに、コンソ外への展開も図る

計画である。 

 

 

図 2.4.14 DFFAS+旗船中心とした MEGURI 全体の社会受容性向上事業の達成状況（1 年目） 
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2.5 無人運航船の社会受容性向上 社会インフラ整備 

 

2.5.1 本事業の目的 

無人運航船を実証実験の段階から社会へと展開するためには、安全性と経済性の向上、業界及び社

会全体への知識普及と理解促進、社会受容性の拡大が求められる。無人運航船が新たな海事技術とし

て社会に受け入れられるための基盤を構築することは不可欠であり、無人運航船を広く認知させる活

動が必要と考えている。本事業では無人運航船の社会への導入過程で重要となる社会受容性の向上を

目的としており、無人運航船の導入が期待される離島等の地域関係者・住民等のステークホルダー向

けのイベントを通じて、無人運航船の業界に関して社会全体の認識を広め、理解を深めると共に、無

人運航船の社会導入に伴う課題の特定や解決策の検討を行うものとする。 

 

2.5.2 本事業に期待される効果 

無人運航船の導入が期待される地域を中心とした舟運事業者（物流業者）、自治体、観光業者、地

域住民等のステークホルダー向けのイベントを実施することで、無人運航船に関する知識普及及び理

解促進が期待される。また、ステークホルダーからの意見をくみ取ることに加え、無人運航船の活用

アイデアやニーズを発掘し、無人運航船の実用化への向けた検討を行う。 

 

2.5.3 無人運航船のユースケース発掘のためのイベントに関する資料作成 

2.5.3.1 概要 

「無人運航船の実証実験にかかる技術開発助成プログラム」に係る業界関係者、無人運航船の導入

が期待される離島等の地域の関係者・住民等からユースケースシナリオ等の無人運航船の出口設計に

繋がるようアイデアやニーズを発掘するため、小豆島エリアの旅客航路事業者、物流・交通事業者、

製造業事業者、観光業事業者、地方公共団体等へのヒアリングを実施し、「無人運航船プロジェクト

MEGURI2040 小豆島エリアにおけるワークショップ」を 2 回開催した。その概要、開催方法、内容、

実施時期等を次項以降に示す。 

 

2.5.4 第 1 回ワークショップの概要 

日時：2023 年 11 月 

場所：小豆島 

名称：「無人運航船プロジェクト MEGURI2040 小豆島エリアにおけるワークショップ」 

対象：岡山県・香川県を中心とした舟運に関係するステークホルダー 

内容：ステークホルダーに対して MEGURI2040における無人運航船技術開発に関する取組みの 

説明、及び無人運航船技術が地域にもたらす影響についての理解を深め、実施に向けた

課題の洗い出し。 

2.5.4.1 実施内容 

(1) ワークショップ前半パート 

MEGURI2040 のこれまでの活動報告の共有、新岡山港 – 土庄港間の無人運航実証事業の活動状況の

共有を実施。図 2.5.1に、ワークショップの内容をまとめたグラフィックレコーディングの内容を示す。 
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(2) ワークショップ後半パート 

① 無人運航船技術への期待 

・無人運航船技術を活用する事で、どのような事ができそうか。 

・自社及び地域にどのような利点があるか。 

・20 年～30 年スパンで自社や地域にどのような好影響がありうるか。 

② 無人運航船技術への懸念 

・無人運航船技術を導入するにあたり、クリアしなければならない課題は何か。 

・無人運航船技術がマイナスの影響を与えそうな事は何か。 

図 2.5.2 および図 2.5.3 に、メリットと課題をまとめたグラフィックレコーディングの内容を示す。 

 

＜議論された内容：期待＞ 

・無人運航船技術の活用には、規制面の整備も必要になる。無人運航船のような先進的な取り組みに

より、備讃瀬戸海域への注目が高まる事で、同地域への来訪者増加がありえるのではないか？ 

・瀬戸内海の離島等では、現状の航路維持が困難になる可能性が指摘されており、無人運航船技術が

解決策の一つとして期待される。コロナの影響で輸送人員が減少したことに加え、人手不足・船

員不足が深刻化している中、無人運航船による新たな展望が開けるかもしれない。 

・ヒューマンエラーの減少や安定的な航路提供は住民にとってもメリットが大きいとされ、船員の労

働環境改善も期待されている。将来的に必要な人員を減らすこと、自動離着岸の実現による

ヒューマンエラーの減少、特に小型旅客船に携わる船員の休憩取得の容易化等が期待される。こ

れらの取り組みにより、舟運業界全体の持続可能な発展を目指してはどうか。 

＜議論された内容：懸念・課題＞ 

・無人運航船の実用化に関して、コスト面での懸念が挙げられた。具体的には、設備投資費用や固

定費の増加、陸上側の業務における職員の負担増加の可能性、入港時の複雑な条件への対応、

係船作業の追加対応の有無等。 

・定時運航の確保、安全に対する信頼感の構築、費用対効果や投資回収計画の精査、航路中の無人

化の範囲、自動運航に伴う船員のノウハウの維持、業界全体のデジタル化の推進等、様々な課

題についての議論が行われた。 

・これらの課題は、無人運航船の導入と運用において重要な検討点となる。特に、離島航路を運営

する一部の企業は、これまでアナログで運営されてきた業界の慣習上、デジタル化へは適切な

プロセスを踏む必要性があるとの意見も出ていた。 



 
 

67

 

図 2.5.1 MEGURI2040 の活動をまとめたグラフィックレコーディング 

 

 

図 2.5.2 メリットと課題をまとめたグラフィックレコーディング① 
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図 2.5.3 メリットと課題をまとめたグラフィックレコーディング② 

 

2.5.5 第 2 回目ワークショップの概要 

日時：2024 年 2 月 

場所：小豆島 

名称：「無人運航船プロジェクト MEGURI2040 小豆島エリアにおけるワークショップ」 

実施形態：グループディスカッション形式 

対象：岡山県・香川県を中心とした内航船に関係するステークホルダー 

内容：MEGURI2040 における無人運航船技術開発に関する活動内容共有及び、新岡山港-土庄港間の

航路を結ぶ「おりんぴあどりーむせと」号の無人運航船プロジェクトを紹介。また、グループ

ディスカッション形式で各者が感じる無人運航船の課題、地元地域に及ぼす影響・効果を共有

し、無人運航船に対する理解促進及び無人運航船技術が地域や舟運に関連する業界にもたらす

影響・実用化に向けての課題の洗い出し。 

2.5.5.1 実施内容  

(1) ワークショップ前半パート 

MEGURI2040 のこれまでの活動内容共有、新岡山港-土庄港の無人運航実証事業の活動状況の共有。 

(2) ワークショップ後半パート 

複数のグループに分け、3 つのテーマについてグループディスカッションを実施。 

 

＜ディスカッションテーマ 1＞ 

将来的な舟運の理想像、あると便利なサービス、現状の課題。 

・運航時間と航路に関する意見では、深夜や早朝の運航の要望が多く、24 時間運航や通勤、通学、

観光目的での増便があれば便利との意見が出ていた。 

・運賃については、高運賃がリピート利用のネックになっている可能性があるとの指摘。閑散期の

割引やダイナミックプライシング等の提案もあった。ユーザー目線だけで言えば、運賃の値引

き、特に車両運賃の負担低減が望まれるが、この点は運航者目線でもしっかりと議論する必要
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がある。 

・ハードウェア面では、ネット環境やコンセントの充実、プライバシーを確保できる座席やワーク

スペースの設置、電子決済の導入、バリアフリー設計への配慮が挙げられた。 

・船内での時間の有効活用に関しては、マッサージや散髪、お土産の充実、レンタカーとの提携

（船内からの予約）、船上イベントの開催等、様々なユニークなアイデアが出た。 

・アクセス・陸上交通との連携では、岡山港のアクセス強化や船とバスの連動性へのニーズの高さ

が挙げられた。 

・運航状況に関する意見としては、荒天時の運航希望やタイムリーな運航状況の入手、欠航予測

サービス等があれば便利との意見が出た。 

・海上タクシーについては、その利便性にもかかわらず認知度が低い可能性があるとの指摘もあっ

た。 

・その他の意見としては、書類のデジタル化、設備投資に対するリターン確保の重要性、医療船の

導入可能性に関する意見等が出た。 

 

＜ディスカッションテーマ 2＞ 

定期航路の輸送量が減少した場合の影響。 

航路の運航便数減少に関する様々な議論が交わされ、これらは観光業、地域経済、物流・サービス

等、多方面に影響を及ぼすことが懸念されるとの意見が挙げられた。 

・観光業においては、運航便数の減少はツアー内容の柔軟性に影響を与え、観光客の減少に繋がる

可能性があるとの指摘。離島内の平均宿泊日数が増える可能性があるが、一方で全体の訪問者

数が減少し、結果として観光地としての魅力が低下するリスクがあるとの意見も出た。 

・経済的影響としては、便数の減少が利用者のさらなる減少を招き、航路の廃止へと繋がる悪循環

に陥る恐れがあるとの意見が述べられた。島外へのアクセスが困難になり、島に住む人々の生

活が不便になることで、さらに人口減少を加速させる懸念も挙げられた。 

・物流とサービスへの影響では、積み残しや日常生活に必要な物資の供給不足、通販業者や工場の

島外移転の懸念が示された。これらは、地域経済や産業全体に対して負の影響を及ぼし、最終

的には地域や島の文化・魅力の低下に繋がる可能性が心配される。 

・航路の維持に関する影響としては、運航便数の減少により、運航業者の保有船舶の活用問題や雇

用維持の課題が出てくる可能性がある。 

・行政の支援と政策に関しては、これまで以上に補助金制度等の議論の重要性が高まっていく可能

性があるとの意見が出ていた。 

これらの意見は、航路維持の問題が単に交通手段の問題ではなく、地域の生活、経済、文化に深く

関わる重要な課題であることを示しており、持続可能な社会の実現という大きなテーマとも繋がると

考えられる。 

 

＜ディスカッションテーマ 3＞ 

これまでのディスカッションを踏まえた意見及び無人運航船の活用・ポテンシャルについて。 

・日本における一部の離島は人口が減少傾向にあり、この状態が続いた場合島内生活の維持が困難

になる等の問題が浮上するリスクがある。この課題に対処するため、地域経済の確保と人口維

持の観点から考える必要があるのではないか？ 
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・無人運航船技術を活用した航路の維持に加え、便数を増やすことで、観光客の増加、それに伴う

産業の発展等、結果的に人口増加に繋がるとの意見が出た。また、便数が増える事で、島外に

出た若者が帰省しやすくなることや、新たに移住を考える人々にとっても心理的な安心感が生

まれる可能性が考えられる。 

・観光産業の発展については、オンデマンド輸送や無人運航船を活用した新しい観光形態の導入が

提案された。これにより、観光客の増加が見込まれ、島の経済を支える一助となると考えられ

ている。 

・産業の維持に関連しては、便数の増加により島外からの労働者が増える期待がある。また、工場

の誘致等を見据えた運賃設計を検討してはどうかとの意見も出た。島内の産業が盛り上がる事

は、新たな労働力の確保と移住者の増加といった直接的な効果が期待される。 

・無人運航船技術による航路維持と安定運航のコスト低減も重要な議題である。無人運航船による

船員の労働環境の改善に期待したいとの意見も出ていた。無人運航技術を活用することで、更

なる安全航行が実現できれば、船を住民の足として活用する事への心理的ハードルが低減され、

島外での用事を済ませた人々が安心して島に戻ってこられる等、島の生活の質の向上への期待

感も出た。 

 

   

テーマ１          テーマ２         テーマ３ 

図 2.5.4 ディスカッションテーマの内容をまとめたグラフィックレコーディング 

 

2.5.5.2 総括 

本ワークショップでは、離島航路の維持の重要さを再認識するとともに、無人運航船技術の活用に

ついて活発な意見交換がなされた。第 1 回目ワークショップにて無人運航船に関する知識の普及及び

理解促進がなされ、第 2 回ワークショップでは、無人運航船のポテンシャルについての議論等がなさ

れた。2025 年度から実施する新岡山港と土庄港の間の実証運航についても、ワークショップ参加者を

中心に島内での前向きな会話が広がっていくことが期待される。 

2024年度以降は、2025年度の実証運航に向けて、小豆島周辺のみならず、近隣海域の地元ステーク

ホルダーの理解醸成を行うとともに、2026 年度以降のシームレスな社会実装実現（船主・運航者等に

よる実利用の受容）を見据えて、離島航路を多く抱える瀬戸内全域におけるステークホルダーの理解

獲得、ユースケース・サービスモデルも含めた具体的な運用像の提示や、投資判断のためのモデル
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ケース作成、導入支援財務施策の検討等が必要になると考えられる。 

 

2.5.6 無人運航船の将来人材の育成に向けたイベント開催 

2.5.6.1 概要 

「無人運航船の実証実験にかかる技術開発助成プログラム」に係る小豆島近郊地域について、無人

運運航船の将来人材の育成のため、小学生以上を対象とした無人運航船の体験型イベント及び広報周

知活動を企画（開催方法、内容、実施時期等）するため、小学生以上を対象とした無人運航船の体験

型イベント「乗っちゃおう！おりんぴあどりーむせと みらいのフネ！ワクワク乗船体験ワンデイイ

ベント」を実施した。実施概要について次項以降に示す。 

 

2.5.6.2 乗っちゃおう！おりんぴあどりーむせと みらいのフネ！ワクワク乗船体験 ワンデイイベ

ントの概要 

日時：2024 年 3 月 3 日（日） 

場所：新岡山港/おりんぴあどりーむせと号/小豆島オリーブ公園 

対象：岡山県在住 主に 10 歳以下（小学４年生以下）のお子様とそのご家族 

目的：MEGURI2040 の活動内容及び無人運航船について参加者に認知してもらい、無人運航船の社

会受容性を高める事を目的とした取組み。将来の無人運航船ユーザーとなるお子様やご家族に

参加頂き、船を身近な存在に感じてもらい、無人運航船に対して興味を呼び起こすもの。 

(1) 概要 

「乗っちゃおう！おりんぴあどりーむせと みらいのフネ！ワクワク乗船体験」は新岡山港から「お

りんぴあどりーむせと」号に乗船し、小豆島土庄港へ向けて出航。土庄港到着後はバスに乗車し「小

豆島オリーブ公園」へ移動。様々なイベントを通じて、船・無人運航船について身近に感じてもらい

ながら学ぶ体験型のワンデイイベント。また、メディアを通じて MEGURI2040及び無人運航船の認知

度向上に繋がる事が期待される。 

(2) 実施内容 

【開催名称】 

乗っちゃおう！おりんぴあどりーむせと みらいのフネ！ワクワク乗船体験 

【主催】 

一般財団法人 日本船舶技術研究協会 

【イベント協力】 

公益財団法人 日本財団 ／ DFFAS＋ 

【開催日時】 

2024 年 3 月 3 日（日）  9:00～ 終了：16:00 頃 （新岡山港 解散） 

【参加人数】 

106 名 

【実施イベント】 

船内イベント、オリーブ公園でのスタンプラリー、メディア説明会 

図 2.5.5 に、「おりんぴあどりーむせと」号と、船内イベント（クイズ大会）の様子を示す。 
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図 2.5.5 「おりんぴあどりーむせと」号と、船内イベント（クイズ大会） 

 

【船上イベント】 

体感型による学びの機会を提供。実際に船に乗船し、船上にて海運業界や無人運航船について楽し

く学んでもらうイベント。船や海運に興味を持ってもらう事を目標とした。MEGURI2040 プロジェク

ト関係者より船に関するクイズや無人運航船に関するレクチャーを実施。 

船橋の見学：船長よりシステムについてのレクチャーを実施。船と無人運航船について学びの場を

提供。お子様のみならず、保護者様も興味深く聞いている姿が印象的であった。 

【オリーブ公園でのイベント】 

目的：船・無人運航船について学んでもらう

ためにイベントを実施。 

内容：スタンプラリーを実施。オリーブ公園

内に４か所のチャックポイントを設

置。スタンプを押し、MEGURI2040 の

活動内容をまとめた文章を完成させる

事で景品を提供する。スタンプラリー

を完成させると以下の文章が出来上が

る仕組みとなっており、スタンプラ

リーを通じて、お子様に MEGURI2040

に関するキーワードを覚えてもらう事

が狙い。 

「MEGURI2040 は、日本財団が進め

ている、日本の将来の生活を支える無

人運航船の実用化を目指すプロジェク

トです。「おりんぴあどりーむせと」

号も、2025 年に無人運航船として生ま

れ変わる予定です」。 

図 2.5.6 各チェックポイントに配置されたボード 
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図 2.5.7 船内配布資料 スタンプラリーチラシ 

 

(3) アンケートの実施とその結果概要 

参加者（保護者様とお子様の夫々）を対象にアンケートを実施。 

・アンケート結果によると、イベント全体を通じて楽しんだとの回答が全員から寄せられた。 

・イベント参加前の船への関心度は約 6 割であったが、イベントに参加したことで、船がより好き

になった。船への興味を持つきっかけになった。との回答が 9 割近く寄せられ、船への関心度

を大きく高める結果となった。 

・無人運航船についての説明を初めて聞いたという回答がほとんどであったが、船内イベント（無

人運航船の学び）は約 8 割が内容を理解したと回答。船上で行った無人運航船のレクチャーや

船橋（ブリッジ）見学を通じて無人運航船がどういったものであるかを理解できた。現在動い

ている船と未来の船の違いが理解できた。という結果も出ており、お子様に無人運航船を知っ

てもらえるイベントとなった。 

・保護者様用アンケートでも同様に、全員が本イベントを楽しんだと回答。保護者様目線では、7

割以上の方からお子様が無人運航船について興味を持ち、船に対する興味や理解が深まったと

認識していた。保護者様としても無人運航船に関する理解が深まったと回答した比率が高く、

無人運航船の必要性に共感する声が目立つ結果となった。また、船を活用したイベントへのリ

ピート意欲が高く、イベントの満足度は非常に高かったと考えられる。 

・保護者様からは、お子様が楽しみながら学べる環境が提供されたこと、スタッフの親切な対応、

船の上での説明が理解しやすかったこと等、イベントに対してポジティブなフィードバックが

寄せられた。また、8 割以上の参加者がもう一度小豆島に来たいと回答しており、小豆島のア

ピールに繋がったと考えられる。 

以上の通り、参加者からは総じて無人運航船について前向きな意見を頂いており、本イベントを通

じて MEGURI2040・無人運航船を認知してもらう事で、無人運航船の社会受容性を高める機会となっ

た。 
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2.5.6.3 総括 

アンケートでは、お子様と保護者様双方がイベントを楽しんだこと、船に対する興味や理解が深

まった結果が出ている。特に、無人運航船に関する情報はほとんどの参加者にとって新しく、その必

要性に関する理解が深まったとの声が多く聞かれたことは収穫である。また、イベントへのリピート

意欲が高く、満足度も高いイベントであったと考えている。本イベントは、MEGURI2040 の活動内容

及び無人運航船について参加者に認知してもらうこと、そして、船を身近な存在であることを感じて

もらい、無人運航船に対して興味を呼び起こすことを目的としており、その目的に沿った内容と結果

を得られたと考えている。 

保護者様からは、お子様が学びながら楽しめる環境が提供されたこと、スタッフの対応の良さ、内

容の理解しやすさ等のフィードバックがあり、イベント運営に関しては一定の評価を頂くことができ

た。 

本イベントは、地域住民の無人運航船への興味を刺激し理解を深める機会であり、社会受容性向上

への効果が出たと評価する。このため、2024 年度以降に、無人運航船の将来人材の育成に向けたイベ

ントを実施する際には、本イベントを踏まえた上での開催方法、内容、実施時期等を検討の上、実施

することが適当といえる。 
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2.6 総合調整、ガイドライン策定等 

関係委員会に報告した年度計画含む本年度の事業成果を以下に示す。 
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3.  まとめ及び今後の計画 

2023 年度の主要な成果と 2023 年度の計画を示す。添付資料 2 に本年度の事業成果物を示す。 

本事業では、「無人運航船プロジェクトに係る安全評価」、「遠隔オペレータに必要な能力要件等の

構築１」、「遠隔オペレータに必要な能力要件等の構築２」、「無人運航船の社会受容性向上 新技術導入

制度及び関連データ活用」、「無人運航船の社会受容性向上」及び「総合調整、ガイドライン策定等」

を６本の柱として実施している。 

 

3.1 無人運航船プロジェクトに係る安全評価 

無人運航船の安全性評価のうち、リスク解析では、昨年度（2022 年度）の調査において、無人運航

モデル船のリスク解析（HAZID）を実施するとともに、モデル船の自動運航システムの機能要件を検

討した。今年度は、この結果について修正が必要な箇所を検討した。精査した結果、修正の必要が無

いものと判断したが、無人運航実証船のリスク解析に際して、実証事業者が想定する無人運航実証船

の形態と使用方法に関する概念、すなわち Concept of Operation (ConOps)について、理解することが困

難であった。そのため、自動運航船に合わせた ConOps の内容構成と一部の記載方法について検討し、

文献調査の結果、自動運航船に合わせた内容構成（案）、ConOps の一部の記載方法等の詳細について

まとめた。リスク解析手順書については、付属書として「無人運航船のリスク解析の実施例」を作成

するとともに、その付属書を含む既存の他の付属書も含めて英訳を実施し、英語版として整備した。

この抜粋を添付資料２の①自動運航船/無人運航船のリスク解析手順書（英語版抜粋）に示す。また、

自動運航船/無人運航船のリスク解析手順書の日本語版および英語版の全文は、日本船舶技術研究協会

のホームページに掲載する。 

日本語版の URL https://www.jstra.jp/a4b02/a4b2c01/post_216.html 

英語版の URL https://www.jstra.jp/en/R&D/ 

無人運航実証船の緊急対応の検証用シナリオの検討では、無人運航モデル船のリスク解析に基づい

たシナリオ案の作成を試みた。まず緊急対応の対象を明確にするため、ODDからの逸脱及び不具合等

により自動運航船の自動化レベルが遷移する状況から緊迫の程度を評価した。そして、リスク解析の

HAZID WS 等の原因及び安全対策から事象発生時に船員の対応が必要とされる項目を抽出し、緊迫の

程度に応じたクラス分けを実施した。これらにより対象に応じた緊急対応のシナリオの作成可能であ

ると考える。 

総合シミュレーションシステムによる無人運航モデル船の安全検証では、船員が操船をオーバーラ

イドする際のアラート機能の機能要件の一つとして、船員が白紙の状態から当直を引き継ぐまでの時

間を、操船シミュレータを用いて求めた。具体的には、昇橋後の航海当直引継ぎが必要な事象を再現

し、現役船員を実験参加者とし操船のオーバーライドを適切に行うため、当直の引き継ぎにかかる時

間や実験参加者への通知内容を変えた操船シミュレータ実験を行った。その結果、危険に切迫してい

ない場合、80％以上の実験参加者が安全に航海当直を引き継ぐ時間は、およそ５分であることがわ

かった。また、今回のシナリオでは OZTによる避航操船支援情報および ODDe情報については当直引

き継ぎ時間には、有意な差はなかったが、OZT 情報についてはアンケートで分かりやすいとの評価も

あり、情報の提供方法や船員の習熟により、より良い効果が見込まれる。 

総合シミュレーションシステムの開発では、FTSS 及び SHS の外部プログラムの接続の利便性向上

のため、IEC61162-450 に準じたセンテンスの作成機能の追加、センサデータ送信モジュールの改良及
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び IEC61174 に準じたルート交換用フォーマットの読み込みモジュールの開発を実施した。そして、

これらの接続機能の検証のため、有人宇宙システム株式会社（JAMSS）が作成した自動運航プログラ

ムを FTSS に接続し動作確認を行った。なお、SHS については、他社製 ECDIS の接続と情報表示を確

認した。また、CyberSea について、各種モデル、ハードウェアとの接続機能および避航操船シナリオ

の他船を表現する機能を追加した。シミュレーションで用いる操縦運動モデルの拡充を図るため、

2022 年度のリスク解析で用いた無人運航モデル船(自律操船／内航貨物船)について、操縦運動シミュ

レーションツールを用いて操縦運動モデル FMU を作成した。 

安全ガイドライン等の策定に関しては、IMO における自動運航船（MASS）に関する審議において、

MASS コードの Navigation 部分に関し、国内事業者、日本海事協会、日本船舶技術研究協会、海上技

術安全研究所で協力して起草作業を実施するとともに、Navigation に関して、"justification" という

GBS (Goal-Based Standard)的思考ができているかを示すための資料が求められ、海上技術安全研究所は

特にこれの作成に協力した。上記作業で作成した IMOへの提案文書２件を添付資料２の②-1 MSC 108-

4 （IMO 提案）、及び、②-2 MSC-ISWG-MASS 2-3-7（日本提案）に示す。また、離着桟操船と避航

操船を自動化するシステムを対象に、機能や性能のシミュレーション検証の手順を認証ガイダンスと

してまとめた。認証ガイダンスの内容の一部の着離桟操船分を添付資料２の③認証ガイダンス案 自動

離着桟アルゴリズムの評価手順書として掲載する。本内容は、IMO GBS (Goal Based Standard) の Tier 4

相当の内容を想定したものである。 

 

3.2 遠隔オペレータに必要な能力要件等の構築１ 

遠隔オペレータに必要な能力要件等の構築１では、遠隔オペレータに必要な知識・技能、特に資格

要件を明らかにするための、避航操船を対象とした操船シミュレータによる基礎実験、遠隔オペレー

タの教育訓練施設として構築する遠隔オペレーション施設（ROC）シミュレータの仕様策定、および

基礎実験結果の検証のために行う実船実験のための海技丸への模擬遠隔監視装置の整備を行った。 

シミュレータによる基礎実験では、避航操船における避航プランの思考時間（以下、思考時間）、

航跡等を多様な被験者を対象に計測した。この結果、思考時間は 10秒から 247秒（00：10～04：07）

に分布し、避航時の最接近距離の解析結果から、航海系の資格を有する者は他の被験者と比べ船間距

離を保った操船をしていることがわかった。また、実験後アンケートを行い、避航プランを考える上

で重要な情報が何かを明らかにした。2023 年度の実験では通常操船時の状況での思考時間の計測を行

なった。この値は、2024 年度以降、情報欠損等が起こると見られる遠隔操船のシミュレーション結果

と比較するための指標として用いる。 

ROC シミュレータの仕様策定においては、遠隔オペレータのタスクの抽出、ROC に必要な機能、

遠隔オペレーションの実施状況の調査を行い、2024 年度より構築を開始する ROC シミュレータの仕

様を策定した。 

最後に、2023 年度に操船シミュレータを用いて取得した思考時間の妥当性を検証するための実船実

験を実施するため、海技大学校練習船海技丸に、遠隔操船環境再現のための機器の整備を行なった。

なお、当初予定していた機器に、輸出入規制対象の機器があり、納入が遅れたため、契約の期間延長

を行った。 

 

3.3 遠隔オペレータに必要な能力要件等の構築２ 

遠隔オペレータに必要な能力要件等の構築２では、実船での操船から遠隔操船への作業形態の変容
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に伴い、人間の遠隔操船者へ新たに要求される能力要件の抽出を目的とし、操船者と遠隔オペレータ

の行動比較、遠隔操船タスクの FRAM 分析および遠隔操船室を模した環境での被験者実験より得られ

たデータの分析を行った。 

操船者と遠隔オペレータの行動比較では、遠隔オペレータに必要な能力要件を構築するための手法

として、実船実験データを用いた操船者と遠隔オペレータの行動比較を行うことを提案し、東京海洋

大学練習船「汐路丸」と海洋大 ROC の遠隔モニタリングシステムを構築した。行動比較を行うため

の定量的・客観的データとして、視線、緊張、行動データを計測する実験系を構築し、三級海技士

（航海）資格要件の講義内容を対象として、遠隔オペレータが必要とする能力要件の把握を進めた。

行動比較分析によると、注視時間からは遠隔 OP に関しては、ECDIS・Radar・AIS データを主データ

とした見張り、操船のための能力要件を検討する必要があると考えられる。緊張からは遠隔 OP は実

船 OP と比較して、いわばレーダ航法のような、安全運航に対して余裕をもった操船判断を行おうと

する傾向があると考える。これは、遠隔 OP の視線データ結果から得られた ECDIS・Radar・AIS デー

タを主データとした見張り、操船のための能力要件を特に検討する必要がある考えを支持するもので

ある。 

FRAM 分析によると、現在想定されている遠隔操船タスクでは、警報が発令されて初めて人間が何

をすべきか考えるような機能構造となっている。この機能構造は、オペレータによる緊急対応時間不

足のリスクを顕在化させる恐れがあり、その際の対応遅れの影響は計り知れない。緊急時において人

間にのみ自発的な変化と対応を求めるシステムはあまりに不合理と言える。また実験データの分析に

よると、カメラ映像と ECDIS 画面の使用に関する主従関係が、平常時は全ての被験者で実船の場合と

逆転していた。一方で差し迫った状況になると、再びカメラ映像を中心とする監視パターンへ切り替

わることも、全被験者で同様に確認された。表示される情報の即時性や ECDIS に映らない物標の見落

とし、そして人間の認知特性も考慮すると、たとえ遠隔操船タスクであっても実船と同様に、カメラ

映像など実際の状況をありのままに示す情報源を使い、我々の五感で感じる実際の環境の中に無数に

埋め込まれた認知の手掛かりを能動的に発見・活用できることが遠隔オペレータに求められる能力の

1 つであると考える。 

遠隔オペレータに必要な能力要件の構築について、次年度にさらに検討を進めるために、遠隔モニ

タリングシステム及び被験者選定等に関する具体的な課題を明らかとした。 

 

3.4 無人運航船の社会受容性向上 新技術導入制度及び関連データ活用 

本事業では、無人運航に係る新技術の環境の整備を目的に新技術導入とデータ活用に関する調査を

行なった。 

新技術導入については、まず、内航海運業界への期待と業界課題の整理、関連事業者へのヒアリン

グ及び文献調査を通じ無人運航船導入への期待を明らかにし、事業性・経済性・働き方に関する評価

方法の案の検討を実施した。次に、無人運航船の実装先として有望な 3 つの船種についてユースケー

スの具体化と、今後の社会実装に向けて取り組む必要のある課題の特定を実施した。これらを踏まえ

て、無人運航船実用において必要な規制緩和内容を DFFAS+実証船をベースに整理し、2025 年の社会

実装に向けたロードマップとして取り纏めた。また、保険商品の設計のため、無人運航船特有のリス

ク及びリスクアセスメント情報の整理を行った。 

また、データ活用については、DFFAS+情報記録管理 WGにおいて整理中の船-陸間、陸-陸間で連携

する情報に基づく、オープンデータプラットフォームを活用したデータ利用可能性に資する情報整理
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と、無人運航船で発生する各種データの利用ニーズ及びユースケース仮説の特定を実施した。さらに、

無人運航船の関係者（想定ユーザ）にヒアリングを実施し、データ活用に係るニーズ・ユースケース

の検証を行った。また、確認したニーズ・ユースケースに基づき、その活用・データ流通を支える

データプラットフォームの在り方を整理した。これらを踏まえて、データ活用のための環境整備につ

いては、既存の ShipDC の枠組みを活用することが、データ一元化、事業化、普及等の観点から望ま

しいことを関係者の議論を通じて特定した。また、データの権利関係（提供者、利用者等）、データ

ポリシー（管理、公開等）、活用システムについても ShipDC で定義済みであり、これに従うことが適

当と確認した。 

 

3.5 無人運航船の社会受容性向上 社会インフラ整備 

無人運航船の社会受容性向上 社会インフラ整備では、2 回のワークショップ及びお子様向けイベン

トを通じて、無人運航船の社会受容性の向上、そしてステークホルダーの理解を高めることが出来た。

無人運航船の技術革新は、地域社会における持続可能な舟運の未来を切り拓くものであり、その社会

実装に向けた取り組みは、小豆島をはじめとした離島地域の生活基盤や経済活動の維持に欠かせない

ピースとなるだろう。 

本事業のワークショップにおいては、様々なステークホルダーが一堂に会し、無人運航船技術の潜

在的なメリットや導入に際しての課題を共有する場となった。これにより多様なステークホルダー間

で離島航路の継続と無人運航船の利点についての理解を深めることができた。 

お子様向けワンデイイベントにおいては、地域住民、特に将来を担うお子様を巻き込んだ活動を実

施。無人運航船に対する理解と受容の基盤を築く上で大きな一歩となった。これらのイベントを通じ

て、MEGURI2040 の認知度向上、無人運航船の知識取得、そして、船への関心を高めることに繋がっ

た。尚、本イベントはメディアにより記事化された。 

無人運航船技術の発展は、地域社会の結束を強化し、離島地域の持続可能な未来に貢献する可能性

を秘めている。特に、船員不足や高齢化、船員の労働環境の改善やヒューマンエラーの減少、休憩時

間の確保など、船員の働きやすさにも期待が寄せられている。一方で、無人運航船技術に対する課題

や懸念への対応も必要になる。コスト面や費用対効果を気にするステークホルダーも多く、設備投資

や固定費の増加が懸念として挙げられた。また、運用面では、安全性の確保に加え、無人運航船導入

に伴う離着桟や積み下ろしプロセスの見直しの必要性などの指摘もあり、これらに伴い現場での作業

負担が一時的に増加する事が想定される。無人運航化による運航ノウハウの喪失、デジタルとヒュー

マン作業の融合の必要性など、導入に向けて検討するべき課題の洗い出しが行われた。今後はこれら

課題の解決策の検討を行うと共に、ユースケース・サービスモデルも含めた具体的な運用像の提示や、

投資判断のためのレファレンスモデル作成、導入支援財務施策の検討などについても必要になると考

えられる。 

今後、無人運航船の社会実装に向けた取り組みは、技術的な進歩とともに、社会的な受容を広げる

ための努力を続ける必要がある。本事業で得られた知見と経験は、その道筋を照らす貴重な資源にな

ると考えている。地域社会のニーズに応え、安全かつ効率的な無人運航船の実現に向けて、引き続き

全ての関係者が一丸となって取り組むことが期待される。 

本事業は、無人運航船技術の社会受容性向上に向けてのステップであり、今後も、このような取り

組みを通じて、無人運航船技術が地域社会に広く受け入れられ、海上輸送の新たな時代を切り拓くこ

とを期待する。 
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3.6 総合調整、ガイドライン策定等 

総合調整では、 外部有識者等からなる無人運航船安全性評価ステアリング委員会を組織するととも

に、その傘下に無人運航船安全性評価等実施委員会及び無人運航船安全ガイドライン策定等委員会、

船員スキル定量化検討委員会フェーズ２を設置し、本事業の進捗及び成果等の審議を行った。 

ガイドライン策定では、MEGURI 実証事業者、日本海事協会、海上技術安全研究所とともに、IMO

のコレスポンデンスグループに参画し、自動運航船の安全要件等を定めるための草案作成作業を実施

した。日本は、MEGURI の実証・安全性評価での知見を活用し、Navigation セクションの担当となり、

日本主導で Navigation における言葉と概念の定義を IMO に提案する文書 MSC-ISWG-MASS 2-3-7 を作

成するとともに、ドラフトの作成に貢献し、これらがコレスポンデンスグループに提出された。コレ

スポンデンスグループでまとめられた MASS コードのドラフト MSC 108-4 は、MSC108 で審議予定。 

MSC 108-4 を添付資料２の②-1 に、MSC-ISWG-MASS 2-3-7 を添付資料２の②-2 に掲載する。 

また、ガイドライン策定時に重要となる自動化システム及び遠隔操船システムを使用した船舶の運

用の責任の所在等について検討するため、遠隔オペレーションの実施に関する法的整理および船舶の

自動運航における民事法上の責任所在に関する調査を行った。 

IMOでは、2023年度末の MASS運用の安全ガイドラインの最終化に向けて作業が進んでおり、本事

業においても IMOの審議動向を確認しつつ、引き続きガイドライン策定に必要な調査等とガイドライ

ンの充実に向けたガイドライン案の提案を行う。 

 

3.7 今後の計画 

2025 年の無人運航船の実用化に向けて、2024 年度は、「実証船によるリスク評価」（図 1.3.5 に於い

ては「フェーズ 2 想定船リスク評価」）、「緊急時対応等の実船検証の手法の検討」（図 1.3.5 に於いては

「フェーズ 2想定船の緊急対応の実船検証」）、「実船実験等を通じた遠隔オペレータに必要な能力要件

の検討」（図 1.3.5に於いては「遠隔オペレータの技能・訓練の要件化」）及び「遠隔オペレータの教育

訓練シミュレータの開発」（図 1.3.5 に於いては「遠隔オペレータ訓練施設の整備」）を柱とする、「自

動運航船の安全評価等」を実施する。また、「自動運航船安全ガイドライン（案）の策定等」（図 1.3.5

に於いては「ガイド update・技術調査（遠隔技能・緊急対応等）」）として、「無人運航を想定した自動

運航船の実証実験結果を踏まえた安全ガイドライン（案）の修正」を実施する。加えて、「新技術導

入のための制度改革」、「実証実験のデータの活用方法」、「無人運航船の具体的な用途の検討及び周知

方法」、「地域連携」及び「社会インフラ等（事故時の責任分担や損害保険の付保等）」（図 1.3.5に於い

ては「新技術導入の制度調査など」及び「地域・学生アイデアソン／社会インフラ調査」）を柱とす

る「国内地域限定の無人運航船実用化に向けた各種検討の最終化」を実施する。 
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添付資料 1   安全性評価事業関係の委員等名簿 
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添付資料 2.  事業成果物 

①自動運航船/無人運航船のリスク解析手順書（英語版抜粋） 

       ※紙面の都合上、Appendix1-3 を除いて掲載 
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